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米 国 ロ シ ア 英 国 フ ラ ン ス 中 国

ミ

サ

イ

ル

ICBM
（大陸間弾道
ミサイル）

４５０基
ミニットマンⅢ ４５０

３０２基
SS－１８ ６０
SS－１９ ４０
SS－２５ １２０
SS－２７ ７０
RS－２４ １２

―――――― ――――――

５６基
DF－５（CSS－４） ２０
DF－３１（CSS－９） ３６

IRBM
MRBM ―――――― ―――――― ―――――― ――――――

１２８基
DF－３（CSS－２） ２
DF－４（CSS－３） １０
DF－２１（CSS－５）１１６

SLBM
（潜水艦発射
弾道ミサイル）

３３６基
トライデントD－５ ３３６

２０４基
SS－N－１８ ４８
SS－N－２０ ６０
SS－N－２３ ９６

４８基
トライデントD－５ ４８

６４基
M－４５ ４８
M－５１ １６

１２基
JL－１（CSS－N－３）１２

弾道ミサイル
搭載
原子力潜水艦

１４ １２ ４ ４ １

航空機
９１機
B－２ １９
B－５２ ７２

７９機
Tu－９５（ベア） ６３
Tu－１６０（ブラックジャック）１６

――――――
８０機
ミラージュ２０００N ４０
ラファール ４０

――――――

弾頭数 ２，１５０（うち戦術核２００） ４，５０７（うち戦術核２，０８０） ２２５ ２９０ ２４０

区 分 国 名 称 最大射程（km） 弾 頭 誘導方式 備 考

ICBM

米
国 ミニットマンⅢ １３，０００ MIRV（１又は３） ３００～３５０kT又は３００～４７５kT 慣 性 固燃３段

ロ

シ

ア

SS－１８ １０，５００～
１６，０００

MIRV（４又は１０） １MT×４、
４００kT、５００kT又は８００kT×１０ 慣 性 液燃２段

単弾頭 ８MT又は２０MT

SS－１９ ９，０００～
１０，０００ MIRV（６） ５００～７５０kT 慣 性 液燃２段

SS－２５ １０，５００ 単弾頭 ５５０kT 慣 性 固燃３段

SS－２７ １０，５００ 単弾頭 ５５０kT 慣 性 ＋
Glonass 固燃３段

RS－２４ １０，５００ MIRV（３又は４） ４００～５００kT 慣 性 ＋
Glonass 固燃３段

中

国

DF－５（CSS－４） １２，０００～
１３，０００

MIRV（４～６） １５０～３５０kT
慣 性 液燃２段

単弾頭 １～３MT

DF－３１（CSS－９） ８，０００～
１４，０００

MIRV（３～４） ２０～１５０kT
慣性＋天測 固燃３段

単弾頭 １MT

SLBM

米
国 トライデントD－５ １２，０００ MIRV（８） １００kT又は４７５kT 慣性＋天測 固燃３段

ロ

シ

ア

SS－N－１８ ６，５００～
８，０００

MIRV（３又は７） ２００kT×３、１００kT×７
慣性＋天測 液燃２段

単弾頭 ４５０kT

SS－N－２０ ８，３００ MIRV（１０） ２００kT 慣性＋天測 固燃３段

SS－N－２３ ８，３００ MIRV（４又は６） １００kT 慣性＋天測 液燃３段

英
国 トライデントD－５ １２，０００ MIRV（８） １００kT 慣性＋天測 固燃３段

フ
ラ
ン
ス

M－４５ ５，３００ MIRV（６） １００kT 慣 性 固燃３段

M－５１ ６，０００～
８，０００ MIRV（６） １５０kT 慣 性 固燃３段

中
国 JL－１（CSS－N－３） ２，１５０～

２，５００ 単弾頭 ２０～５００kT
慣 性 ＋
GPS ＋
レ ー ダ

固燃２段

資料１ 各国の核弾頭配備数とその主要な運搬手段

（注）１ 資料は、ミリタリー・バランス（２０１２）、SIPRI YEARBOOK（２０１１）、米NPR（２０１０）などによる。
２ １２（平成２４）年４月、米国は米露間の新たな戦略兵器削減条約を踏まえた同年３月１日現在の数値として、米国の配備戦略弾頭は１，７３７発、配

備運搬手段は８１２基・機であり、ロシアの配備戦略弾頭は１，４９２発、配備運搬手段は４９４基・機であると公表した。
３ １０（平成２２）年１０月、英国の「戦略防衛・安全保障見直し」（SDSR）は、配備核弾頭数を１２０発以下に、保有核弾頭数を１８０発以下にすると

している。

資料２ 主要な核弾頭搭載弾道・巡航ミサイルの性能諸元
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陸 上 兵 力 海 上 兵 力 航 空 兵 力

国名など 陸上兵力
（万人） 国名など トン数

（万トン） 隻 数 国名など 作戦機数

中 国 １６０ 米 国 ６４０．２ １，０７５ 米 国 ３，４９７

イ ン ド １１３ ロ シ ア ２０４．７ ９８０ 中 国 ２，０７４

北 朝 鮮 １０２ 中 国 １３５．２ １，０８８ ロ シ ア １，９４４

米 国 ６４ 英 国 ６６．９ ２１７ イ ン ド ８６０

パキスタン ５５ イ ン ド ４１．７ １５８ エ ジ プ ト ６５５

韓 国 ５２ フ ラ ン ス ４１．０ ３０５ 韓 国 ６１４

ベ ト ナ ム ４１ インドネシア ２５．０ １５７ 北 朝 鮮 ６０３

ト ル コ ４０ ト ル コ ２２．３ ２０５ 台 湾 ５１５

ミャンマー ３８ ス ペ イ ン ２１．６ ９２ フ ラ ン ス ４８７

イ ラ ン ３５ イ タ リ ア ２０．９ １８１ イスラエル ４８３

エ ジ プ ト ３４ 台 湾 ２０．８ ３４４ パキスタン ４７５

ロ シ ア ３１ ド イ ツ ２０．５ １２１ ト ル コ ４４８

イ ラ ク ２４ 韓 国 １９．２ １９３ 英 国 ３９７

コロンビア ２４ ブ ラ ジ ル １７．２ １０３ シ リ ア ３６５

インドネシア ２３ オーストラリア １６．３ ８２ イ ラ ン ３４２

日 本 １４ 日 本 ４５．１ １４３ 日 本 ４２０

区 分 国 名 称 最大射程（km） 弾 頭 誘導方式 備 考

IRBM
MRBM

中

国

DF－３（CSS－２） ２，４００～
２，８００ 単弾頭 １～３MT 慣 性 液燃１段

DF－４（CSS－３） ４，７５０ 単弾頭 １～３MT 慣 性 液燃２段

ＤＦ－２１（CSS－５） １，７５０～
２，５００ 単弾頭 ２０～５００kT

慣 性 ＋
GPS ＋
レ ー ダ

固燃２段

SRBM
中

国

DF－１１（CSS－７） ２８０～
３５０ 単弾頭 ２～２０kT

慣 性 ＋
GPS ＋
終 末 誘 導

固燃１段

DF－１５（CSS－６） ６００～
９００ 単弾頭 ９０kT 慣 性 ＋

終 末 誘 導 固燃１段

巡 航
ミ サ イ ル

米

国

トマホーク（TLAM－N） ２，５００ 単弾頭 ２００kT 慣 性 ＋
地 形 照 合

海上／
海中発射型

AGM－８６B ２，５００ 単弾頭 ５～２００kT 慣 性 ＋
地 形 照 合 空中発射型

ロ

シ

ア

SS－N－２１ ２，４００ 単弾頭 ２００kT 慣 性 ＋
地 形 照 合 海中発射型

AS－１５ ２，５００～
３，５００ 単弾頭 ２００～２５０kT 慣 性 ＋

地 形 照 合 空中発射型

中

国
DH－１０／CJ－１０ １，５００～

２，０００ 単弾頭 ２０～９０kT
慣 性
（＋GPS）＋
地形照合＋
TV／レーダ

空中／
地上発射型

国名など 兵役制 正規軍
（万人）

予備兵力
（万人）

米 国 志 願 １５７ ８７

ロ シ ア 徴 兵
志 願 ９６ ２，０００

英 国 志 願 １７ ８

フ ラ ン ス 志 願 ２４ ３

ド イ ツ 徴 兵 ２５ ４

イ タ リ ア 志 願 １８ ４

イ ン ド 志 願 １３３ １１６

中 国 徴 兵 ２２９ ５１

北 朝 鮮 徴 兵 １２０ ６０

韓 国 徴 兵 ６６ ４５０

エ ジ プ ト 徴 兵 ４７ ４８

イスラエル 徴 兵 １８ ５７

日 本 志 願
陸 １４ ３．１（０．６）
海 ４．２ ０．０８
空 ４．３ ０．０６

（注）資料は、「ジェーン戦略兵器システム（２０１２）」などによる。

資料３ 主要国・地域の兵力一覧（概数） 資料４ 主要国・地域の正規軍及び予備兵力（概数）

（注）１ 資料は、「ミリタリー・バランス（２０１２）」などによ
る。

２ 日本は、平成２３年度末における各自衛隊の実勢力を
示す。（ ）内は即応予備自衛官の現員数であり、外
数

３ ロシアは、従来の徴兵制に契約勤務制（一種の志願
制）を加えた人員補充制度をとっている。

４ ドイツにおいては、１１（平成２３）年４月に成立した
連邦軍改革法により、徴兵制は、１１（同２３）年７月
１日に運用が停止され、代わって新しい志願兵制が
導入された。

（注）１ 資料は、陸、空については「ミリタリー・バランス（２０１２）」など、海
については「ジェーン年鑑（２０１１－２０１２）」などによる。

２ 日本は、平成２３年度末における各自衛隊の実勢力を示し、作戦機数は航
空自衛隊の作戦機（輸送機を除く。）及び海上自衛隊の作戦機（固定翼
のみ）の合計である。

３ 配列は兵力の大きい順になっている。
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万人 

年

万トン 作戦機数

（注）資料は、当該年版のミリタリー・バランスなどによる（日本は、当該年度末実勢力)。

陸上兵力 海上兵力 航空兵力

極東ロシア 中国 北朝鮮 日本
年

極東ロシア 中国 北朝鮮 日本
年

極東ロシア 中国 北朝鮮 日本
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資料６ 国防の基本方針
�
�

�

昭和３２年５月２０日 国防会議決定
閣 議 決 定

�
�

�

国防の目的は、直接及び間接の侵略を未然に防止し、万一侵略が
行われるときはこれを排除し、もって民主主義を基調とするわが国
の独立と平和を守ることにある。この目的を達成するための基本方
針を次のとおり定める。
⑴ 国際連合の活動を支持し、国際間の協調をはかり、世界平和
の実現を期する。

⑵ 民生を安定し、愛国心を高揚し、国家の安全を保障するに必
要な基盤を確立する。

⑶ 国力国情に応じ自衛のため必要な限度において、効率的な防
衛力を漸進的に整備する。

⑷ 外部からの侵略に対しては、将来国際連合が有効にこれを阻
止する機能を果し得るに至るまでは、米国との安全保障体制を
基調としてこれに対処する。

資料７ 平成２３年度以降に係る防衛計画の大綱について
�
�

�

平成２２年１２月１７日 安全保障会議決定
閣 議 決 定

�
�

�

平成２３年度以降に係る防衛計画の大綱について別紙のとおり定め
る。
これに伴い、平成１６年１２月１０日付け閣議決定「平成１７年度以降に

係る防衛計画の大綱について」は、平成２２年度限りで廃止する。

（別紙）
平成２３年度以降に係る防衛計画の大綱

Ⅰ 策定の趣旨
我が国を取り巻く新たな安全保障環境の下、今後の我が国の

安全保障及び防衛力の在り方について、「平成２２年度の防衛力
整備等について」（平成２１年１２月１７日安全保障会議及び閣議決
定）に基づき、「平成２３年度以降に係る防衛計画の大綱」とし
て、新たな指針を示す。

Ⅱ 我が国の安全保障における基本理念
我が国の安全保障の第一の目標は、我が国に直接脅威が及ぶ

ことを防止し、脅威が及んだ場合にはこれを排除するとともに
被害を最小化することであり、もって我が国の平和と安全及び

国民の安心・安全を確保することである。第二の目標は、アジ
ア太平洋地域の安全保障環境の一層の安定化とグローバルな安
全保障環境の改善により脅威の発生を予防することであり、
もって自由で開かれた国際秩序を維持強化して我が国の安全と
繁栄を確保することである。そして、第三の目標は、世界の平
和と安定及び人間の安全保障の確保に貢献することである。
これらの目標を達成するため、我が国の外交力、防衛力等を

より積極的に用い、国際の平和と安全の維持に係る国際連合の
活動を支持し、諸外国との良好な協調関係を確立するなどの外
交努力を推進することを含め、我が国自身の努力、同盟国との
協力、アジア太平洋地域における協力、グローバルな協力等多
層的な安全保障協力を統合的に推進する。
我が国は、日本国憲法の下、専守防衛に徹し、他国に脅威を

与えるような軍事大国とならないとの基本理念に従い、文民統
制を確保し、非核三原則を守りつつ、節度ある防衛力を整備す
るとの我が国防衛の基本方針を引き続き堅持する。同時に、我
が国は、国連平和維持活動や、人道支援・災害救援、海賊対処
等の非伝統的安全保障問題への対応を始め、国際的な安全保障
環境を改善するために国際社会が協力して行う活動（以下「国
際平和協力活動」という。）により積極的に取り組む。
核兵器の脅威に対しては、長期的課題である核兵器のない世

界の実現へ向けて、核軍縮・不拡散のための取組に積極的・能
動的な役割を果たしていく。同時に、現実に核兵器が存在する
間は、核抑止力を中心とする米国の拡大抑止は不可欠であり、
その信頼性の維持・強化のために米国と緊密に協力していくと
ともに、併せて弾道ミサイル防衛や国民保護を含む我が国自身
の取組により適切に対応する。

Ⅲ 我が国を取り巻く安全保障環境
１ グローバルな安全保障環境のすう勢は、相互依存関係の一層
の進展により、主要国間の大規模戦争の蓋然性は低下する一
方、一国で生じた混乱や安全保障上の問題の影響が直ちに世界
に波及するリスクが高まっている。また、民族・宗教対立等に
よる地域紛争に加え、領土や主権、経済権益等をめぐり、武力
紛争には至らないような対立や紛争、言わばグレーゾーンの紛
争は増加する傾向にある。
このような中、中国・インド・ロシア等の国力の増大ともあ

いまって、米国の影響力が相対的に変化しつつあり、グローバ

資料５ わが国周辺の兵力推移の概要
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